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特許紹介
知的財産グループ

種別 登録番号 登録年月日 発明等の名称 当社発明者 共有権利者 当社技術主管部署

音源探査用マイクロフォン出力の補正
方法、低周波発生装置、音源探査シス
テム、及び、マイクロフォンフレーム

ガスハイドレートを燃料とする
ガスタービン複合発電所 三井造船（株）特許 4450319 2010/  2/  5

電力技術研究所
超電導プロジェクト

電力技術研究所
超電導プロジェクト

電力技術研究所
超電導プロジェクト

電力技術研究所
超電導プロジェクト

工務技術センター
技術グループ

工務技術センター
技術グループ

電力技術研究所
超電導プロジェクト

電力技術研究所
超電導プロジェクト

配電部
技術グループ

土木建築部
技術・企画グループ

土木建築部
技術・企画グループ

工務技術センター
技術グループ

成川　公史

特許 4451694 2010/  2/  5 成川　公史

長屋　重夫
鹿島　直二

森本　　希
川邊　　史

長屋　重夫
岡本　雅祐

長屋　重夫
平野　直樹

上田　　玄
石田　雅宏

長屋　重夫

杉田　雄二
篠原　伸夫
伊藤　博之

（株）フジクラ

（株）フジクラ

（株）シーテック

（株）日本環境調査研究所

（株）日立製作所

（株）フジクラ

（株）ノリタケカンパニーリミテド

（株）IH I

電力技術研究所
エネルギー・環境グループ
エネルギーチーム

三井造船（株）

三菱重工業（株）

三菱重工業（株）

住友重機械工業（株）

梅テック（有）

東北大学

名伸電機（株）
名古屋工業大学

三菱重工業（株）
東京電力（株）
関西電力（株）

DOWAエレクトロニクス（株）

古河電気工業（株）
（株）ビスキャス

（株）中央製作所
（株）デンソーファシリティーズ
石橋　千尋氏

（株）熊谷組
山下　恭弘氏

電力技術研究所
エネルギー・環境グループ
エネルギーチーム

エネルギー応用研究所
お客さま技術グループ
住環境チーム

電力技術研究所
原子力・材料・化学グループ
材料チーム

電力技術研究所
電力ネットワークグループ
系統チーム

エネルギー応用研究所
お客さまネットワークグループ
配電チーム

エネルギー応用研究所
お客さまネットワークグループ
情報通信チーム

電力技術研究所
原子力・材料・化学グループ
化学チーム

電力技術研究所
原子力・材料・化学グループ
化学チーム

エネルギー応用研究所
お客さまネットワークグループ
情報通信チーム

電力技術研究所
原子力・材料・化学グループ
原子力チーム

エネルギー応用研究所
都市・産業技術グループ
空調・熱供給チーム

エネルギー応用研究所
お客さまネットワークグループ
情報通信チーム

部分放電位置標定装置特許 4450749 2010/  2/  5

成膜装置

ガスハイドレート製造方法

特許 4452313 2010/  2/  5 横倉　一洋 東洋ベース（株）耐震型ベース装置

特許 4459479 2010/  2/19 移動型の溶剤再生装置

特許 4460052 2010/  2/19

特許 4461050 2010/  2/19

特許 4468260 2010/  3/  5

架空電線路

電力補償装置

低圧配電系統の潮流制御方法

電源装置及びこの電源装置を備えた
無停電電源システム

特許 4470008 2010/  3/12

特許 4471282 2010/  3/12

森本　幸仁
村上　直弘特許 4471367 2010/  3/12

ターゲット材およびその製造方法、
並びに酸化物超電導体薄膜

商品情報提供装置及び
商品情報提供方法

超電導電力貯蔵装置冷却用
極低温冷却装置

移動体識別装置、
移動体識別プログラム

低温域磁気冷凍作業物質ならびに
磁気冷凍方式

長屋　重夫
古村　清司

平野　直樹
長屋　重夫

中島　潤二
横原　恵一

藤野　雅彦
加藤　弘和

野池　悦雄
田中　安博

岡本　道明
岡田　英嗣

長屋　重夫
平野　直樹

山本　孝之
塩澤　孝壽

松田　　徹
山口　勝久

森本　幸仁
宮澤　久永
今井　雅史

長屋　重夫
鹿島　直二

益田　顕彦

熊井　俊哉
高橋　一嘉
佐藤　　隆
鈴木　淳史
杉本　敏文

平野　正義
熊崎　　脩
嶋　　光正

特許 4471556 2010/  3/12 多孔質セラミック材及びその製造方法

特許 4472156 2010/  3/12

特許 4472572 2010/  3/12

ガス成分測定装置及び方法

特許 4476729 2010/  3/19 浸水検知装置

特許 4476753 2010/  3/19

特許 4476870 2010/  3/19

特許 4478614 2010/  3/19

特許 4481253 2010/  3/26

特許 4482419 2010/  3/26

特許 4482695 2010/  4/  2

空気調和機の室外ユニットおよび
これを備えた空気調和機特許 4486369 2010/  4/  2

特許 4486386 2010/  4/  2

特許 4490049 2010/  4/  9

特許 4485630 2010/  4/  2

開閉機器の異常診断方法

取水装置

廃水処理装置

ウォーターロケットの発射台

電力線搬送通信システム

超電導導体およびその製造方法

特許 4451230 2010/  2/  5

熊澤　孝夫
エネルギー応用研究所
お客さまネットワークグループ
配電チーム

1 設定登録を受けた特許等（平成22年2月～平成22年4月）の紹介

　以下に掲載いたしました特許に関するお問い合わせ等は、知的財産グループにお願いします。
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種別 登録番号 登録年月日 発明等の名称 当社発明者 共有権利者 当社技術主管部署

（株）クリーンコールパワー研究所
三菱重工業（株）、 北海道電力（株）
東北電力（株）、　 東京電力（株）
北陸電力（株）、　 関西電力（株）
中国電力（株）、　 四国電力（株）
九州電力（株）、　 電源開発（株）
（財）電力中央研究所

日本高圧電気（株）

日本電気（株）

タツタ電線（株）

菊水化学工業（株）

タツタ電線（株）
中国電力（株）

電力技術研究所
超電導プロジェクト

火力部
技術グループ

配電部
技術グループ

電子通信部
技術グループ

（株）東芝

（株）ノリタケカンパニーリミテド

エネルギー応用研究所
お客さまネットワークグループ
配電チーム

エネルギー応用研究所
お客さまネットワークグループ
配電チーム

電力技術研究所
エネルギー・環境グループ
環境・リサイクルチーム

電力技術研究所
原子力・材料・化学グループ
化学チーム

長屋　重夫
平野　直樹

小川　洋和
近藤　泰吉

水谷　紀昭
出口　喜英

長屋　重夫
瀬尾　拓史

片桐　彰夫
中山　義之
小池　良洋
森　　義人

特許 4490788 2010/  4/  9

特許 4494946 2010/  4/16

特許 4497855 2010/  4/23

特許 4500469 2010/  4/23

超電導電流リードのクエンチ検出装置

側路開閉器

組成傾斜構造を有する酸素分離膜

石炭ガス化プラントおよび
その運転方法

構内電話サービス停止障害の際の
電話回線切替システム

再生可能な塩化ビニル樹脂組成物と
成形体

複合樹脂組成物とその製法および
その成形体

特許 4500518 2010/  4/23

特許 4500762 2010/  4/23

（株）ノリタケカンパニーリミテド
電力技術研究所
原子力・材料・化学グループ
化学チーム

長屋　重夫
瀬尾　拓史

川島　　忍
山口　貴敏

水谷　紀昭
出口　喜英

組成傾斜型酸素分離膜特許 4500763 2010/  4/23

特許 4502668 2010/  4/30

特許 4503204 2010/  4/30

合成樹脂エマルション系仕上げ材及び
仕上げ施工方法

執筆者／澁谷輝彦

第1図　水密OWの断面図

　中部電力の登録となった特許を紹介いたします

発明の名称　再生可能な塩化ビニル樹脂組成物と成形体
登 録 番 号　特許第4503204号

　本発明は、撤去した水密屋外用ビニル絶縁電線（以下、
水密OWという。）の絶縁被覆材をその組成のまま押出
し成形によりリサイクルした場合でも、外観および物理
的特性ともに実用上遜色のない水密屋外用ビニル絶縁
電線を提供するものです。

発明の背景・概要
　水密OWは、第1図に示すように、応力腐食断線への対
策として、導体1と絶縁体2の間にエチレン酢酸ビニル共
重合体（以下、EVAという。）等を主体とするコンパウンド
3が充填されています。

　しかし、屋外に設置されていることから、風雪、紫外線
および雨水に含まれる硫酸ミスト等によって絶縁劣化す
るため、一定期間を経過すると取り替え回収されます。回
収された水密OWのうち、導体は100%近くが素材として
リサイクルされますが、絶縁被覆材はコンパウンドが8%

程度含まれた状態となってしまい、その組成のまま押出
し成形（リサイクル）すると、押出し成形品の表面が平滑に
ならないという課題がありました。

課題を解決するための手段
　第1表に示すように、水密OWの絶縁被覆材として、塩
化ビニル樹脂組成物にステアリン酸鉛などの金属石鹸を
少なくとも1種類、0.3～3重量%（0.4～2重量%が好まし
い）添加して加熱混練したものを用いることにより、上記
課題を解決することができます。

発明の効果
　本発明では、主に以下の効果が期待できます。
●本発明の水密OWの回収絶縁被覆材をそのまま押出し
成形しても、滑らかな外観で、物理的特性も実用上遜色
のない塩化ビニル樹脂組成物と、この組成物を用いた
絶縁電線を得ることができます。

2 特許の紹介について

第1表　ステアリン酸鉛を添加した試料の試験結果
項　目 1 2 3 4 5 6

※2

ステアリン酸鉛の
配合率  ［重量%］

コンパウンドの
有　　　　 無

外　　　　　観

0.4

無 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × － －

無 有 無 有 無 有 無 有 無 有

1.0 3.0 0.0 0.2 3.5

※1　水密OWの塩化ビニル樹脂組成物
※2　EVAを主体とする水密OW用の水密充填コンパウンドで、「有」の場合は8%添加
凡例　○ ： 表面が平滑、  × ： 表面に凹凸発生、
　　　－ ： 押出し成型時に滑りが発生し試料採取できず

（現所属：工務技術センター  技術G）




